
  
 平成２１年３月に策定した新行財政改革推進方策では、全１６９項目の取組項目を掲

げ、平成３０年度までの行革効果額の目標を２１９億円と定めていました。 

 

  

平成３０年度末で計画期間が終了しましたが、効果額は１６７億円で達成率は７６％と

なり、 第３次行政改革大綱で定めた目標達成率８０％に近い結果となっています。 

 

 

 



 

 

 

 

平成３１年３月に策定した第４次行政改革大綱では、上記の推進方策で特に 

進捗が見られない項目については、重点取組事項と位置付け、更に行財政改革 

を推進することとしています。 

  令和元年６月に定めた第２次淡路市新行財政改革推進方策に基づき、本格的 

な人口減少、税収の減少、公共施設の老朽化対策経費の増加、令和３年度からの 

普通交付税の一本算定による交付税の縮減等に備えて、引き続き、市民に信頼さ 

れる行財政運営の継続と、様々な市民ニーズに対応できる淡路市づくりのために、 

行政改革を継続していきます。 

 


